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2026年８月３日 

各 位 
会 社 名 株式会社 トーシンホールディングス  

代表者名 管財人 石  田  雅  文 

管財人 粟 田 口  太  郎 

（コード：9444 東証スタンダード市場） 

問合せ先 取締役 管理部長 旭 萌々子 

（T E L ． 0 5 2 － 2 6 2 － 1 1 2 2） 

 

 

 

財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に関するお知らせ 

  

当社は、金融商品取引法第 24条の４の４第１項に基づき、2026年７月 31日付で、東海財務局

に提出いたしました 2026 年４月期（第 40 期）の内部統制報告書において、開示すべき重要な不

備があり、当社の財務報告に係る内部統制は有効ではない旨を記載しておりますので、下記のと

おりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．開示すべき重要な不備の内容 

以下に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に影響を及ぼす可能性が高く、

開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当連結会計年度末日時点

において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断しました。 

 

当社は昨年、下記の当社子会社の移動体通信事業における第一事案及び第二事案などに係る

過年度決算の訂正を行い、日本取引所自主規制法人の審査結果に基づき、元経営者である創業

者の倫理観・誠実性の欠如などからガバナンスが機能不全に陥り、長期間にわたり複数の不適

切会計が行われた結果、投資者の投資判断に深刻な影響を与える虚偽と認められる開示が行わ

れ、また、投資者が適切な投資判断を行うにあたっての前提となる有価証券報告書等の財務諸

表等に添付される監査報告書等の監査意見等が意見不表明等となったものであり、内部管理体

制等について改善の必要性が高いと判断されたため、2025年 11月 22日付で、株式会社東京証

券取引所により、特別注意銘柄に指定されました。 

 

第一事案：当社子会社である株式会社トーシンモバイル（以下「TSM」といいます。）において

キャッシュ・バック費用について現金主義による会計処理を行っていたところ、キャッシュ・

バック費用の支払繰り延べによる未払金額の増加によって、あるべき発生主義による会計処理

と実際の会計処理の乖離が発生していた事実が判明した事案 

 

第ニ事案：TSM における代理店精算において、財務報告用資料と実際の代理店精算用資料の２

種類が存在し、かつ財務報告用資料において代理店向けの端末販売等の売上高が過大計上とな

っていた結果として帳簿上未回収となっている売掛金が存在している事実が判明した事案 
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当社は、これらの不祥事について、決算・内部統制・ガバナンス等を専門的及び客観的な見

地から検証し、過年度有価証券報告書等に関する問題の有無等を明確にするために、2026 年１

月に社内検証委員会を発足し、2026 年５月１日に社内検証委員会の検証結果を公表しました。

さらに、当社はこれらの会計不祥事に起因する一連の混乱に終止符を打ち、当社グループのガ

バナンス体制を改善するとともに、金融機関に対する有利子負債の返済計画を新たに策定する

などの施策を通じて当社の経営体制と財務状態を安定化させるため、再建計画を策定し上場を

維持しながら会社更生法に基づく更生手続により事業再生を図ることとし、2026年５月８日開

催の取締役会において、東京地方裁判所に対し会社更生手続開始の申立てを行うことを決議し、

同日、その申立てを行い、会社更生手続開始決定を受けております。 

これらの状況を経て、当社は、2026 年５月１日に公表された検証結果報告書を踏まえ、2025

年４月期の連結貸借対照表項目を検証の結果、前連結会計年度（2025 年４月期）の決算訂正を

2026年７月に行いました。 

また、当社は、特別注意銘柄の指定解除に向け、内部管理体制等の改善を目的として、会社

更生法開始決定後の状況も踏まえ、改善計画・状況報告書（以下「改善計画書」といいます。）

を作成し、2026 年５月 26 日付で株式会社東京証券取引所へ提出いたしました。当社は、改善

計画書に基づき、以下の改善措置（実施済みのものを含む。）を実行してまいります。 

 

① 創業者の退任等による抜本的な経営体制の変革 

 第一事案を受けた創業者の社長辞任及び権限縮小 

 第二事案を受けた創業者の退任による抜本的な経営体制の変革、及び、DIP 型更生手続の

開始による抜本的な経営改革路線の存続 

 不適切な会計処理に関与した取締役の退任 

 定時株主総会（2025 年７月開催）による新任の社外取締役・社外監査役の選任 

 仮監査役の申立て（2026年３月）による新任の社外監査役（財務経理の専門家）の追加選

任 

 不適切行為に及んだ取締役の退任 

② 取締役会のガバナンス機能の強化 

 役員選解任基準の策定等 

 取締役会決議事項の明確化等による取締役会の権限・監督機能の強化 

 支配株主等との取引の審査厳格化、及び、「グループ関連当事者取引管理規程」の整備 

 社外取締役・社外監査役への経営資料の事前共有による活性化 

 AI 議事録作成ツールの導入による議論状況の明確化及び透明性向上 

 取締役及び取締役会の実効性評価 

 リスク・コンプライアンス委員会の設置 

③ 監査役会のガバナンス機能の強化 

 社外監査役の増強 

 三様監査の充実 

 日本監査役協会への加入及び監査役監査の機能強化 

 監査役監査の実効性のある運用 

④ 内部監査機能の強化 

 内部監査部門の独立性の確保 

 内部監査事項の拡充 

 内部監査室の体制強化 

⑤ 管理部門の強化及び業務プロセスの改善 

 新たな管理部長（財務経理担当）の選任 

 人員の補強 

 各部署における必要なスキルの整理及び適正な人員配置 
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 規程類及び複雑な業務のマニュアルの整備を通じた業務プロセスの明確化及び簡素化 

 グループ全体の経理規程の策定及び業務の標準化・自動化の促進 

 適切な職務分掌、牽制機能が働く業務プロセスの整備 

 キャッシュ・バック施策決定のポリシー等の策定及び書面化 

 役員の経費処理手続の規定化 

⑥ 業務運営等のモニタリング強化 

 業務プロセスのチェック機能の強化 

 私用デバイスの禁止 

 改善状況のフォローアップ 

⑦ 組織風土及びコンプライアンス意識の改善 

 コンプライアンス研修の実施 

 コンプライアンスメッセージの定期発信 

 行動指針（トーシンホールディングス行動指針）の再確認及び周知 

 全従業員を対象としたコンプライアンス・サーベイの実施 

 人事評価への反映 

 社内コミュニケーションの充実 

⑧ 内部通報制度の活性化 

 複数の内部通報窓口の整備 

 通報者保護の明示 

 内部通報制度の周知 

 

これらの状況から、当社は、2026年４月期末時点では、当社グループの内部管理体制は依然

として改善途上にあり、財務報告に係る内部統制も改善途上にあったことから、全社的な内部

統制や第一事案や第二事案に関連した業務プロセスには不備があったと判断致しました。また、

社内検証委員会での過年度決算の検証の結果、2026 年４月期末後に決算訂正も生じたことか

ら、決算・財務報告プロセスにも不備があったと判断致しました。 

これらの不備の財務報告に与える重要性に鑑み、当社では、2026 年４月 30 日時点の財務報

告に関する内部統制は、有効ではなく、開示すべき重要な不備が存在すると評価いたしました。 

 

２．事業年度末日までに是正できなかった理由 

上記不備につきましては、第一事案及び第二事案判明や社内調査委員会の検証結果判明から

2026 年４月期末日までの時間的制約から、上記改善措置に係る一部の内部統制に関しては、

2026 年４月期末日までに整備または運用されていないことや会社更生法開始決定を受け既に

策定した再発防止策を再検討・見直しする必要があったことから、内部統制の不備を是正する

ことができませんでした。 

 

３．開示すべき重要な不備の是正方針 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、これらの開示すべき重要な不備

を是正するため、ガバナンス及び内部管理体制の抜本的な見直しと強化を経営の最重要課題と

して進めるとともに、新経営体制において再発防止策を着実に実行し、その進捗状況の適切な

開示を通じて、信頼回復に全力を尽くしてまいります。 

 

４．財務報告に係る内部統制の有効性の評価に重要な影響を及ぼす後発事象 

当社は、2026年５月８日に東京地方裁判所に対し会社更生手続開始の申立てを行い（東京地

方裁判所令和８年（ミ）第４号）、同日、同裁判所より会社更生手続開始決定がされ、当社の代

表取締役である石田雅文及び申立代理人である弁護士粟田口太郎が管財人に選任されました。

また、同日、同裁判所により調査命令が発令され、弁護士永沢徹が調査委員に選任されました。
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なお、会社更生手続の申立てをしたのは、当社のみであり、当社の子会社は会社更生手続開始

の申立てをしておらず、その予定もありません。 

会社更生法の下では、裁判所が選任した管財人に会社の事業経営権及び会社財産の管理処分

権が専属するものとされております。したがって、当社は裁判所による監督と調査委員による

調査の下で、管財人体制により再建を図り、内部管理体制の改善をはじめとする諸課題に対処

してまいります。 

上記は、翌連結会計年度以降の当社グループの財務報告に係る内部統制の有効性に重要な影

響を及ぼす可能性があります。 

  

５．連結財務諸表及び財務諸表に与える影響 

上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は、連結財務諸表及び財務諸表にお

いて適切に反映しております。 

 

６．連結財務諸表及び財務諸表の監査報告における監査意見 

限定付適正意見となっております。 

 

以 上 


